
 

 

 

 

 

厚生労働省が「職務給の導入に向けた手引き」を

公表しました 
 

◆注目が集まる職務給 

厚生労働省は「個々の企業の実態に応じた職務給の導

入」を、「リ・スキリングによる能力向上支援」、「成⾧分

野への労働市場円滑化」と並ぶ三位一体の労働市場改革

の柱の１つとされているとしています。 

そのこともあり、近年、社員の役割や職務に基づいた

給与である職務給に、企業や社員の注目が集まっていま

す。職務給を導入している企業からも、職務給を支給さ

れている社員からも、メリットを実感しているという声

があがっています。 

厚生労働省では今年２月、「職務給の導入に向けた手引

き」を公表しました。 

 

◆導入に向けた手引きの公表 

 この手引きでは、職務給を「基本給における『役割・

職務の重要度』に基づいて決定される部分」ととらえて

います。企業が職務給の導入を考えるにあたっては、具

体的な導入手順や職務給の制度を知るだけでなく、職務

給がどのような導入状況にあるのかを知る必要があると

いうことで、手引きでは、以下の内容がまとめられてい

ます。 

① 職務給を導入している企業の特徴 

② 企業・社員が感じている職務給のメリット 

③ 企業による職務給を導入するにあたっての取組み・

工夫 

④ 職務給の課題 

 

興味はあるけれど制度変更はたいへんそうと躊躇してい 

る企業や、職務給制度導入を決めたけれど、実際何から 

 

 

 

 

 

 

 

始めたらよいかわからないといった企業もあることでし

ょう。ご検討の際は、弊所にご相談ください。 

 

【職務給 導入促進に向けた周知・広報資料】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/s

yokumukyu.html 

 

熱中症対策実行計画に基づき、関係府省庁連携の

下、熱中症予防強化キャンペーンが４月～９月の

期間で実施されます 
 

◆「ＳＴＯＰ！熱中症 クールワークキャンペーン」（厚

生労働省） 

職場における熱中症予防対策を徹底するため、厚生労

働省では、労働災害防止団体などと連携し、５月から９

月まで、「ＳＴＯＰ！熱中症 クールワークキャンペー

ン」を実施します（４月を準備期間、７月を重点取組期

間としています）。 

キャンペーンでは、事業場への熱中症予防に関する周

知・啓発を行うほか、熱中症に関する資料やオンライン

講習動画等を掲載しているポータルサイトを運営します。

周知・啓発に当たっては、近年死亡者数が１年間で 30 人

程度の状況が続いているため、以下について、特に重点

的に呼びかけます。 

① 暑さ指数（ＷＢＧＴ＝湿球黒球温度）の把握とその

値に応じた熱中症予防対策を適切に実施すること 

② 熱中症のおそれのある労働者を早期に見つけ、身体

冷却や医療機関への搬送等適切な措置ができるため

の体制整備等を行うこと 

③ 糖尿病、高血圧症など熱中症の発症に影響を及ぼす

おそれのある疾病を有する者に対して医師等の意見

を踏まえた配慮を行うこと 

◆企業の熱中症防止策を義務化 

厚生労働省は、企業に対して労働者の熱中症対策を義

務づける方針を示しています。 

熱中症のおそれがある労働者を早期に見つけ、その状

況に応じ、迅速かつ適切に対処することにより、熱中症

の重篤化を防止するため、体制整備、手順作成、関係労

働者への周知を事業者に罰則付きで義務付けることとし

ています。省令として、労働安全衛生法に基づく労働安

全衛生規則を改正し、６月からの施行を目指します。 

 

【厚生労働省「令和７年「ＳＴＯＰ！熱中症 クールワ

ークキャンペーン」を実施します」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/coolwork_20250228.html 

 

 

4 月の税務と労務の手続期限［提出先・納付先］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局

または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採

用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

15 日 

○ 給与支払報告に係る給与所得者異動届出書の提出

［市区町村］ 

30 日 

○ 預金管理状況報告の提出［労働基準監督署］ 

○ 労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、１月～３

月分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない

場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 公益法人等の法人住民税均等割の申告納付［都道府

県・市町村］ 

社会保険労務士事務所ＮＫサポート 

連 絡 先：〒160－0023  
東京都新宿区西新宿 4-1-10-205 
電 話：03-6304-2745 
F A X：03-6304-2744 
E₋m a i l：info@e-606.net 
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